













いった風潮があり, 各種の資格試験が隆盛をきわめていた｡ 取り分け, 小学生世代には,
珠算が人気を博していたようである｡ 算盤塾は, 小学生から大人まで検定試験合格のため
の場であった｡ 現在では, 算盤は計算機に計算の機会を奪われて, その地位を失ってしまっ
た｡ 数年前には, ある団体主催による珠算検定試験制度も廃止されと聞いている｡
第一次ベビーブームの世代が高校生になると, 特に商業高校生は, 簿記資格を取得する
ような商業教育が施されていた｡ 当時の商業高校の卒業生は, 簿記３級, 珠算３級の資格
を卒業時前までに取得することが条件であった｡ 当然, 簿記検定を見据えての教育および
学習である｡ 簿記検定によって簿記全体を十分に理解できたかどうか判定するのには問題
がある｡ しかし, 検定に合格するということは, 簿記検定試験に出題された内容を理解で
きているという証明になる｡ 社会の公的な機関による証明である｡ 検定簿記が簿記教育そ
のものを左右するのはこの仕組みによる｡ したがって, 出題される問題は, 簿記教育の根
幹に係るものでなければならない｡ 簿記検定試験がもつ社会的な意義である｡ この点は,
その他の資格検定試験にも同様のことがいえる｡
現在, なぜ資格試験が流行らなくなったのであろうか｡ もちろん, 公認会計士や税理士
など高度な簿記会計資格試験に挑戦し, 資格取得を希望する人々は一定数存在する｡ しか
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簿記検定試験は, いくつかの組織団体により主催され, 実施されている｡ いずれも各級
を定め, それぞれの出題範囲を決めている｡ ここでは, 社団法人・全国経理教育協会主催
による ｢簿記能力検定試験｣ を中心に考察していくことにする｡
同協会による簿記検定試験は, 上級, １級, ２級, ３級および４級の五つの級に区分さ
れ, 実施されている｡ 試験問題の内容については, 次の基準によることが明記されてい
る｡(２)
上級簿記は, ｢商業簿記, 会計学, 工業簿記および原価計算について高度な知識を有し,
併せて複雑な実務処理能力を有する｣ と判定できる者を合格とする｡ 上級簿記は, 大学卒
業程度の商業簿記, 会計学, 工業簿記ならびに原価計算を修得していることが求められて







記は, 上級簿記への前提となるやや高度な簿記水準を想定している｡ また, １級工業簿記
は, 高校卒業程度の工業簿記知識を修得しているかの内容になっている｡ また, １級工業
簿記には, 初歩的な原価計算が含まれている｡ 100点を満点とし, 70点以上の得点で合格
となる｡
２級簿記は, ｢個人企業および法人企業の経理担当者または経理事務員として必要な商
業簿記に関する知識を有し, かつ実務処理ができる｣ と判定できる者を合格とする｡ ２級
簿記は, 個人企業だけでなく法人企業の経理に通用する簿記が考えられている｡ 具体的に
は, 株式会社の簿記についての理解が求められている｡ 100点を満点とし, 70点以上の得
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 本号は, 武田米生先生退職記念号ということで掲載の機会を頂き, 誠に光栄なことと感じております｡ 武田
先生には, 会計専門職大学院・会計ファイナンス研究科の設立の時から今日まで, 数々のご指導を頂き, 感
謝しております｡ これからも宜しくご指導の程, お願い申し上げます｡
 全国経理教育協会 『検定試験の手引き (平成22年度版)』 p.14.
点で合格となる｡
３級簿記は, 個人企業における経理担当者または経理補助者として必要な商業簿記に関
する知識を有し, かつ簡易な実務処理ができる｣ と判定できる者を合格とする｡ 具体的に
は, 小規模な経営を営む八百屋, 薬屋, 雑貨店などの小規模小売店の経理ができる程度の
簿記が想定されている｡ 100点を満点とし, 70点以上の得点で合格となる｡





上級簿記は, ４科目で400点を満点として280点の得点で合格となる｡ ただし, 上級簿記に
























材料, 素材, 原料, 買入部品, 工場消耗品, 賃金給料, 賃金, 経費, 外注加工賃, 特許
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 同上書 pp.21-22.
権使用料, 設計費, 厚生費, 電力料, ガス代, 水道料, 減価償却費, 修繕費, 租税公課,
不動産賃借料, 保険料, 棚卸減耗費, 仕損費, 雑費, 製造 (仕掛品), ○組製造 (○組仕
掛品), 第○工程製造 (第○工程仕掛品), 仕掛直接材料費, 仕掛直接労務費, 仕掛製造間
接費, 製造間接費, 第○製造部門費, ○補助部門費, 組間接費, 製品, ○組製品, ○級製
品, 半製品, 第○工程半製品, 副産物, 作業くず, 仕損品, 原価差異, 材料消費価格差異,




かの区別も念頭に置いた勘定設定が考えられている｡ また, 外注加工の原価は, 外注加工










ることが分かる｡ 特に, これらの諸勘定は, 標準原価計算制度において, 各原価差異を把
握し, 表示する際には適切な勘定である｡
また, 標準原価計算制度において, 製造間接費の差異分析では, 予算差異, 能率差異お
よび操業度差異の諸勘定により, 三分法での差異分析の適用が考えられていると判断でき
る｡ したがって, 厳密にいうと, 二分法による管理可能差異と (操業度差異) への分析,
四分法による (予算差異), (操業度差異), 変動費能率差異および固定費能率差異への分
析をその範囲に含むのか否かの疑問も生ずる｡
(２) 資産勘定
現金, 当座預金, 普通預金, 定期預金, 別段預金, 受取手形, 売掛金, 有価証券, 未収
金, 貸付金, 建物, 構築物, 機械装置, 車両運搬具, 備品, 土地
製造原価に関する勘定に含まれる資産勘定に, 材料勘定 (素材, 原料, 買入部品, 工場
消耗品), 仕掛品勘定 (○組仕掛品, 第○工程仕掛品), 製品勘定 (○組製品, ○級製品),





 新川正子 『建設外注費の理論』 森山書店 2006年 182-183頁｡
 佐藤正雄 『現代原価会計論』 多賀出版 2001年 37-38頁｡
(３) 負債勘定
支払手形, 買掛金, 借入金, 未払金, 未払賃金給料, 未払賃金, 未払法人税等, 預り金,
賞与引当金, 修繕引当金, 退職給付引当金





資本金, 株式払込剰余金, 資本金減少差益, 合併差益, 利益準備金, 新築積立金, 事業
拡張積立金, 別途積立金, 繰越利益剰余金
(５) 収益勘定
売上, 半製品売上, 副産物売上, 作業くず売上, 受取利息, 受取配当金, 雑益, 雑収入,
貸倒引当金戻入, 固定資産売却益, 償却債権取立益
(６) 費用勘定
売上原価, 半製品売上原価, 副産物売上原価, 営業費, 給料, 広告宣伝費, 発送費, 貸
倒引当金繰入, 貸倒損失, 賞与引当金繰入, 退職給付費用, 修繕引当金繰入, 研究開発費,
製品評価損, 支払利息, 手形売却損, 雑損, 固定資産売却損
(７) その他の勘定
現金過不足, 当座, 貸倒引当金, ○○減価償却累計額, 本社, 工場, 法人税等, 月次損
益, 年次損益
本社勘定と工場勘定は, 工場会計の独立に係った取引を仕訳するための勘定科目であり,




全経１級工業簿記は, ７月, 11月, ２月の年３回施行されており, 制限時間は１時間










原価計算基準 (昭和37年11月８日 大蔵省企業会計審議会中間報告) に関する広い範囲
での理解が求められている｡ 各分野について, 毎回, ３基準について次のように出題され
ている｡ なお, 回数は, 簿記能力検定試験の施行された回数を示している｡
原価計算基準の設定について (150回, 158回, 166回)
第一章 原価計算の目的と原価計算の一般的基準
一 原価計算の目的 (104回, 115回)
二 原価計算制度
原価計算制度の意義 (123回, 136回, 141回, 146回, 154回)
実際原価計算制度と標準原価計算制度
① 実際原価計算制度 (100回, 109回, 113回, 132回, 143回, 149回, 156回)
② 標準原価計算制度 (134回, 145回, 153回, 159回)
三 原価の本質 (155回, 164回)
四 原価の諸概念
 実際原価と標準原価
実際原価 (100回, 129回, 135回, 142回, 147回, 152回, 165回)
標準原価





七 実際原価の計算手続 (133回, 138回, 144回, 148回, 157回)
第一節 製造原価要素の分類手続
 形態別分類 (117回, 133回, 157回)
 機能別分類




九 原価の費目別計算 (114回, 126回, 131回, 139回, 147回, 155回)
一〇 費目別計算における原価要素の分類
一一 材料費計算 (120回, 132回, 138回, 151回, 162回)




一五 原価の部門別計算 (102回, 114回, 116回, 128回, 137回, 141回, 146回, 153
回, 163回)
一六 原価部門の設定 (116回, 122回, 128回, 135回, 151回, 159回)
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 製造部門
 補助部門 (128回, 134回, 140回, 145回, 149回, 156回)
一七 部門個別費と部門共通費 (99回, 108回, 116回, 131回, 143回, 152回, 160回)
一八 部門別計算の手続
第四節 原価の製品別計算
一九 原価の製品別計算および原価単位 (102回, 114回, 129回, 134回, 142回, 152
回, 161回)
二〇 製品別計算の形態
二一 単純総合原価計算 (118回, 150回)
二二 等級別総合原価計算 (110回, 118回, 125回, 127回, 137回, 142回, 147回,
149回, 158回, 161回)
二三 組別総合原価計算 (112回, 124回, 127回, 132回, 144回, 154回, 161回)
二四 総合原価計算における完成品総合原価と期末仕掛品原価
二五 工程別総合原価計算 (105回, 127回, 133回, 140回, 148回, 156回)
二六 加工費工程別総合原価計算
二七 仕損および減損の処理
二八 副産物等の処理と評価 (103回, 110回, 125回, 131回, 140回, 144回, 155回,
162回)
二九 連産品の計算 (103回, 110回, 126回, 130回, 138回, 143回, 148回, 157回)
三〇 総合原価計算における直接原価計算





























思われる｡ 例えば, 第４問に工程別総合原価計算が出題されていたとすると, 第３問は個
別原価計算に関する内容で出題し, 第２問はまたその分野から外れる標準原価計算に関す
る内容のものを選んで出題する｡ さらに, 第１問は, これら三つの領域外の分野を埋める
内容の出題で構成されているように判断する｡
したがって, １級工業簿記の出題は, 毎回, １級工業簿記の内容を広く全般的に出題す








第２問は, 製造原価に係る仕訳が６問, 出題されている｡ 問題は, ｢次の取引の仕訳を












場側の仕訳は, 勘定の点からも内部牽制を行うことを前提としたものであり, 毎回, この
仕訳問題で問われている｡(６)
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① 原価の構成に係る原価計算 (95回, 100回, 108回)
② 賃金給料勘定の記帳 (90回, 106回, 113回)
③ 製造間接費の配賦額計算
ａ 直接材料費法 (102回, 112回, 122回, 132回, 153回)
ｂ 直接労務費法 (102回, 112回, 161回)
ｃ 直接費法 (125回, 142回, 161回)
ｄ 直接作業時間法 (102回, 112回, 122回, 125回, 132回, 142回, 153回)
④ 指図書別原価計算表の作成
製造間接費の配賦額計算が次の方法による場合
ａ 直接材料費法 (128回, 143回, 159回)




ａ 平均法 (99回, 126回, 139回, 150回)
ｂ 先入先出法 (94回, 115回, 131回, 145回, 158回)
⑥ 等級別総合原価計算に係る問題
ａ 等級別総合原価計算表の作成 (119回)




ａ 連産品原価計算表の作成 (89回, 116回)
ｂ 連産品原価計算表の作成と仕掛品勘定への記入 (101回, 110回, 124回, 144回,
162回)
ｃ 連産品原価計算表の作成と Ａ製品勘定あるいはＢ製品勘定への記入 (136回,
155回)
⑧ 標準原価計算に係る問題








賃率差異・作業時間差異の計算 (107回, 123回, 133回)
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 標準直接労務費データによる仕掛直接労務費勘定への記入 (109回, 141回,
151回, 164回)
ｄ 標準製造間接費に関する問題
標準製造間接費データによる仕掛製造間接費勘定への記入 (120回, 130回, 138
回, 149回, 160回)
⑨ 直接原価計算に係る問題
直接原価計算にもとづく損益計算書の作成 (118回, 121回, 129回, 137回, 147回,
154回, 163回)
⑩ 工場会計に係る問題
ａ 工場勘定, 仕掛品勘定, 製造間接費勘定および材料勘定への記入 (96回)
ｂ 工場勘定, 仕掛品勘定, 製造間接費勘定および賃金給料勘定への記入 (106回)
最近の傾向としては, 単に原価の計算に偏ることなく, 仕掛品勘定および製品勘定との
関連での原価計算の出題が考慮されている｡ 工業簿記は, 仕訳および諸勘定への記入, そ
して財務諸表の作成へと導かれていくものである｡ この点からすると工業簿記特有の範囲












① 個別原価計算表の作成と諸勘定への記入 (126回, 130回, 136回, 141回, 146回,
150回, 156回, 161回)
② 部門別個別原価計算表・部門費振替表の作成と諸勘定への記入 (127回, 133回,
139回, 144回, 148回, 154回, 158回, 162回)
③ 工程別総合原価計算表の作成と諸勘定への記入 (123回, 128回, 132回, 137回,
143回, 149回, 153回, 159回, 164回)
④ 組別総合原価計算表の作成と諸勘定への記入 (122回, 125回, 129回, 134回, 138
回, 142回, 147回, 152回, 157回, 163回)
⑤ 製造原価報告書・損益計算書・貸借対照表・株主資本等計算書の作成 (124回, 131
回, 135回, 140回, 145回, 151回, 155回, 160回)
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これらの原価計算に係る問題が４回から６回の周期で回転して出題されていることが分
析結果から判断できる｡ 年間で３回の検定試験である｡ 平成23年２月の検定試験問題 (工
程別総合原価計算表の作成と諸勘定への記入) と平成９年７月の検定試験問題 (工程別総




到達すればそれで合格となる｡ それで良いのではないかと日々思っている｡ しかし, 社会












































れる｡ ここでの製造間接費は, 直接作業時間を基準として配賦する方法によっている｡ 配




算において, 作業くずは, これを総合原価計算の場合に準じて評価し, その発生部門から
控除する｡ ただし, 必要ある場合には, これを当該製造指図書の直接材料費又は製造原価
から控除することができる｡｣ とある｡ ここでは, 指図書別原価計算表上で控除する方式
が導かれているので, 作業くずを当該指図書の製造原価から控除する方式に従って処理す
ることになる｡ 作業くずは, 学習上では, 重要な項目としては考えられていないが, この
処理の仕方を誤ると正確な製造原価を計算できないことになるので, 注意を払う必要があ





である｡ したがって, 部門費振替表を作成し, 指図書別原価計算表も作成することになる
ので, 単純な個別原価計算に比べると仕訳および転記, それと各原価の計算もその量が増







 新井益太郎 『原価計算入門』 同文舘 1991年 188-189頁｡
 佐藤正雄 ｢製造間接費配賦勘定｣ 『会計学大辞典 (第五版)』 中央経済社 2007年 809頁｡
佐藤正雄他 『簿記能力検定・上級工業簿記』 同文舘 1990年 41-44頁｡
なされていることが前提となる｡ 次に, 間接材料費, 間接労務費および間接経費で部門共
通費に属する金額は, 合理的な配賦基準を選定し, 各部門へ配賦する手続きが採られる｡
製造間接費が異なる複数の製品間での共通費であるのに, さらに部門共通費は各部門間で
の共通費となる｡ したがって, 部門共通費は, 製品間で共通発生した原価のうちで, さら
に部門間で共通発生した原価という, 根本的に帰属先の曖昧な原価といわざるをえない製
造原価を不明瞭にする原価である｡ 計算では, 配賦基準どおりに計算をすれば数値を求め
ることはできる｡ しかし, 実務上では, この配賦基準の決定に悩む原価でもある｡(９)
部門費振替表においては, 部門個別費および部門共通費の集計により部門費計算の第一
次集計手続きが済む｡ 次に, 補助部門費を各製造部門に配賦する部門費の第二次集計手続




























 佐藤正雄 ｢製造間接費勘定｣ 『会計学大辞典 (第五版)』 中央経済社 2007年 815頁｡
 佐藤正雄他 『簿記能力検定・上級原価計算』 同文舘 1990年 57-58頁｡
 番場嘉一郎 『原価計算論』 中央経済社 1982年 187頁｡




月末仕掛品の評価法としては, 平均法, 先入先出法がある｡ この外に後入先出法という
評価法も長く存在した｡ しかし, ｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣ では削除されるこ







は, 原価計算基準二八によれば, ｢総合原価計算において, 副産物が生ずる場合には, そ
の価額を算定して, これを主産物の総合原価から控除する｡ 副産物とは, 主産物の製造過
程から必然に派生する物品をいう｣ とある｡ 副産物と聞くと, 清酒醸造業の清酒に対する
酒粕や豆腐製造業の豆腐に対する豆腐殻 (おから) のように主産物に対して金額が小さい


















何ら変わるところがない｡ しかし, 組別総合原価計算が総合原価計算である所以は, 個別
生産ではなく大量生産である点である｡ そのため, 最終的に求められた各組製品の製造原
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財務諸表の変更後では, 第155回 (平成20年２月) に製造業の財務諸表を作成する問題が







第151回 (平成18年11月) にも財務諸表の問題が出題されている｡ これは明らかに変更
前の条件での出題である｡ すなわち, 損益計算書の末尾が当期未処分利益で締められてい





 佐藤正雄 『会計学入門 (改訂版)』 産業能率大学 2010年 197頁｡
 新井益太郎 『財務会計の理論』 同友館 1985年 37頁｡
これに対して, 第161回 (平成22年２月) は, 財務諸表の変更後に初めて株主資本等変
動計算書が出題された場合である｡ 変更後, ４年あまりが経過し, 社会一般および受験生
には広く認知されたことによると理解できる｡ しかし, 株主資本等変動計算書の内容は,
繰越利益剰余金の欄に当期純利益だけを記入すればよい程度のいたって簡単な計算書とい
わざるをえないものである｡ しかし, これにより, １級工業簿記に株主資本等変動計算書






生は, この対策勉強でもって簿記教育を考え, そして学習する｡ よくいえば検定簿記が簿
記教育およびその学習を指導している｡ 悪くいうと検定簿記が簿記教育およびその学習を
振り回している｡ かつては, 出題者の中には, 個人的な趣味の範囲での出題しているよう
に見受ける問題もあった｡ 研究者として社会に対して自己の存在を誇示するような問題で













その存在を認知させることになる｡ この意味で検定簿記は, 簿記教育上, 極めて重要な指
導者としての性格をもっているといわざるをえない｡ 簿記には, 教育および学習の先に検








ない｡ 簿記は企業における必須の記録システムである｡ この簿記会計記録が会社法, 法人
税法, 金融商品取引法などの法律の下でその役割を十分に果たしている｡ 簿記知識がなけ
れば社会は円滑に動いていかない｡
検定簿記は資格試験であるので, 簿記教育とその学習を指導している｡ 検定試験の作問
者は, いたずらに自己の簿記理論を押し付けるような問題を出題してはならない｡ また,
検定試験の主催団体もこれについては制御する体制を整えていなければならない｡ 検定簿
記としては, 繰り返し出題することにより, その内容を教育者と学習者に広くしかも十分
に認識してもらう必要がある｡ 工業簿記全般についての一般的な理解が得られていれば,
十分に合格できる水準での内容で出題が成り立っているものであることが要望される｡ 簿
記には, 検定試験という資格試験の存在がある｡ 検定簿記が安定した地位を保つためには,
教育の現場と実務での簿記の役割を見据えた内容の検定試験制度を維持することに尽きる
と判断する｡
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